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国総研では，国土交通省社会資本整備審議会計画部会の専門小委員会でのストック効果の最大化に向け

た提言も踏まえて，統計資料を活用した社会資本整備及びストック効果の関係性把握を試みている．本稿

では，はじめに，地域メッシュ統計を用いて社会資本整備効果を分析する際の留意点を整理した．加えて，

社会資本整備によるストック効果の発現過程について検討し，社会資本整備以外の取り組みとの同調性が

見られた事例を調査し，ストック効果を主体的に高める方法を考察した． 
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1. はじめに 
  
近年，社会資本整備の効果，その中でもストック効果

に着目した取り組みが推進されている． 
2015 年 9 月，第 4 次社会資本整備重点計画では，社

会資本整備のストック効果の最大化が基本方針に位置づ

けられた １）．その後，ストック効果の最大化に向けて，

国土交通省社会資本整備審議会計画部会の専門小委員会

での議論により，2016年 11月に具体的な戦略が提言さ

れた．その大きな柱として，社会資本整備への取り組み

の強化に加えて，他事業へのフィードバックに向けた，

社会資本整備のストック効果の適切な把握について提言

された 2）．  
山口ら（2017）3）では，各省庁で公表されている地域

メッシュ統計に着目して，ストック効果の表現に向けた

データ適用可能性について検討した．まず，3 次メッシ

ュを独自に集約したメッシュ（1km×2km，2km 四方，

5km 四方）（以下，「集約メッシュ」とする．）を作

成して，様々なメッシュスケールでの社会資本整備とス

トック効果の相関関係の分析を実施し，2 次メッシュよ

り大きなメッシュのデータについて，社会資本整備とス

トック効果に一定の相関性があることを確認した．社会

資本整備状況にメッシュデータを重ね合わた図面により

（以下，「ストック効果図面」），社会資本整備とスト

ック効果の関係について視覚的に分かりやすい手法を整

理した． 
山口らは，3 次メッシュを題材としてストック効果図

面を示していたものの，メッシュスケールを変更した際

の図面の見え方の違いまでは検討されていなかった． 
また，社会資本整備に近接した地域で整備前後にスト

ック効果指標の変化が見られた場合でも，変化の要因が

社会資本整備以外の場合も考えられる．例えば，原材料

単価の低下に伴う，工場生産額の増加などが考えられる．

そのため，社会資本整備がストック効果と連動したもの

かどうかを正しく把握するための手法が求められている． 
本稿では第 2 章で，社会資本整備のストック効果の

「広がり」の把握の観点から，地域メッシュ統計を用い

た分析上の留意点を示した． 
3 章では，社会資本整備によるストック効果の発現過

程について，具体的事例を用いてその整備経緯を体系的
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に整理し，社会資本整備によるストック効果の影響につ

いて考察した． 
 

2. 社会資本整備によるストック効果の表現に活

用可能な集約メッシュの整理 
 
本章では，社会資本整備の効果発現の局所から広域的

な把握に向けて，現在整備されている 3 次メッシュ

（1km 四方）を基にした，集約メッシュ①（1km×

2km），集約メッシュ②（2km 四方），集約メッシュ

③（5km四方）の整理について記載する． 
まず，集約メッシュの作成の元データとなる地域メッ

シュ統計の留意点について整理を行った．それを踏まえ，

集約メッシュの作成及び活用の留意点について整理する． 
 
(1) 対象とする地域メッシュ統計の年次・諸元 
 社会資本整備のストック効果として活用可能な地域メ

ッシュ統計のうち，中村 4）に示されている，全国的に

活用可能な指標である人口及び事業所数，従業者数，製

造品出荷額を対象とした． 
 前記指標に関して，各省庁のホームページ等から情報

収集を行い，統計調査の調査名，指標名及び調査年次及

び測地系の情報を整理した（表-1）．  
 表を見ると，統計毎に調査年次が異なるのは当然なが

ら，同じ指標に関する統計調査でも作成されている測地

系が異なる場合もあることがわかる．そのため，これら

の指標を分析・比較する際には，データの出典に注意す

る必要がある． 
 なお，日本測地系から世界測地系のずれについては，

国土地理院ホームページによれば，東京付近では経度が

約－12 秒，緯度が約＋12 秒変化して，これを距離に換

算すると，北西方向へ約 450ｍずれることに相当すると

示されている 5) ． 
 また，日本測地系メッシュデータの世界測地系への変

換については，阪田ら（2012）6)及び阪田（2013）7)で

は，日本測地系メッシュ領域を世界測地系で分割し（中

間メッシュの生成），中間メッシュに日本測地系の値を

分配して世界測地系で合算するツールの試作及び検証が

行われている．その中で，中間メッシュへの分配方法に

ついて，面積よりも建物や土地利用データ等による加重

分配の方が変換精度が高まるが，分配方法による地域の

差があることが指摘されている． 
 従って，地域メッシュ統計での時系列比較での留意点

を以下に示す． 
・同じ指標を時系列で比較する場合に，調査年の間

隔・調査内容・測地系で異なるため，時系列比較時には

留意が必要である． 
・対象とするメッシュスケールとしては，誤差量を考

慮すると，特に 3 次メッシュより細かい 2 分の 1 地域

メッシュ（500m 四方）や 4 分の 1 地域メッシュ

（250m 四方）では，日本測地系と世界測地系の比較に

は特に留意が必要と考えられる．（本研究では，測地系

の違いを考慮せずに分析する．） 
・測地系を整合させる場合には，対象とする年次の選

定時に確認すること，また測地系の変換に関する既存研

究もあるが，変換しない場合には世界と日本で 400m程

度の誤差を含むことに留意が必要と考えられる． 
 
 (2) 地域メッシュ統計によるデータ秘匿状況 

地域統計メッシュの作成方法は，総務省のホームペー

ジには以下の通り示されている． 
電子地図及び地域メッシュの区画に，基本単位区等

（街区または街区に準じた小区画）の境界情報又は事業

所などの所在地情報を重ね合わせ，それらを含む地域メ

ッシュの区画に対応付ける．その後，地域メッシュの区

画に対応付けた基本単位区等又は事業所などと，当該統

計調査の基本単位区等別集計結果データ又は個別データ

とを突き合わせて，地域メッシュ区画ごとのデータを集

計する 8) ． 
この作成方法から，理論的には地域統計メッシュの合

計値は基本的には，元の統計情報の合計値と一致するこ

ととなる．しかし， 3次メッシュの地域統計メッシュは，

小規模な空間スケールの統計情報であるため，ある区分

表-1 地域メッシュ統計に関する統計調査の年次別実

施状況 
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に該当するサンプル数が少なくなるため，個人の情報が

特定される恐れがある．このため，総務省及び経済産業

省で提供されている地域メッシュ統計では，該当するメ

ッシュにサンプル数が少ない場合には結果を非表示とす

る，データの秘匿措置が行われている． 
そのため，メッシュデータの全国集計値と，一般的に

使用されている行政界のオープンデータの全国値を比較

し，秘匿の影響によりどの程度誤差を含むのかについて

確認した比較結果を表-2 から表-6 に示す． 経済センサ

ス，事業所・企業統計調査，国勢調査については，秘匿

数は少ないことが確認された．一方，商業統計調査，工

業統計調査では全体的にデータ秘匿の影響が大きいこと

が分かる．これは大規模な工場や店舗など，秘匿対象と

思われる企業のデータが統計に寄与する影響が大きいた

表-2 メッシュデータと行政界データの比較 
（事業所・企業統計調査） 

年次 
事業所数 従業者数（人） 

メッシュデータ 行政界データ 誤差 メッシュデータ 行政界データ 誤差 

1986 6,708,759  6,708,759  0 
[0.00%]  54,370,454  54,370,454  0 

[0.00%]  

1991 6,753,812  6,753,858  -46 
[-0.00%]  60,017,493  60,018,831  -1,338 

[-0.00%]  

1996 6,717,025  6,717,025  0 
[0.00%]  62,781,253  62,781,253  0 

[0.00%]  

2001 6,350,101  6,349,969  132 
[0.00%]  60,158,044  60,157,509  535 

[0.00%]  

2006 5,911,038  5,911,038  0 
[0.00%]  58,634,315  58,634,315  0 

[0.00%]  

 
表-3 メッシュデータと行政界データの比較 

（経済センサス） 

表-4 メッシュデータと行政界データの比較 
（国勢調査） 

表-5 メッシュデータと行政界データの比較 
（工業統計調査） 

 年次 
事業所数 従業者数（人） 

メッシュデータ 行政界データ 誤差 メッシュデータ 行政界データ 誤差 

2009 6,043,300  6,043,300  0 
[0.00%]  62,860,514  62,860,514  0 

[0.00%]  

2012 5,453,635  5,453,635  0 
[0.00%]  55,837,252  55,837,252  0 

[0.00%]  

2014 5,689,366  5,689,366  0 
[0.00%]  61,788,853  61,788,853  0 

[0.00%]  

 

 年次 
事業所数 従業者数（人） 

メッシュデータ 行政界データ 誤差 メッシュデータ 行政界データ 誤差 

1990 435,997  435,997  0 
[0.00%]  10,345,457  11,172,829  -827,372 

[-8.00%]  

2003 293,911  293,911  0 
[0.00%]  8,228,150  8,228,150  0 

[0.00%]  

2010 224,403  224,403  0 
[0.00%]  7,663,847  7,663,847  0 

[0.00%]  

  年次 
出荷額等 生産額 

メッシュデータ 行政界データ 誤差 メッシュデータ 行政界データ 誤差 

1990 302,883,245 323,372,603  -20,489,358 
[-0.07%]  304,590,997 309,197,427  -4,606,430 

[-0.02%]  

2003 230,926,580 273,734,436  -42,807,856 
[-0.19%]  230,572,499 237,841,926  -7,269,427 

[-0.03%]  

2010 237,314,176 289,107,683  -51,793,507 
[-0.22%]  237,314,176 242,646,883  -5,332,707 

[-0.02%]  

 

  

 

表-6 メッシュデータと行政界データの比較 
（商業統計調査） 

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 4 

めと考えられる． 
 

(3) 地域メッシュ統計を基にした集約メッシュの整理

手法 

a) メッシュスケールの異なる図面比較における留意事

項 
今回，ストック効果の「広がり」の効果比較の検証に

際して，メッシュスケールの異なるストック効果図面の

比較が重要であると考えられる．直感的には，小さなメ

ッシュ（例：1km×1km 等）での図面とそれを集約し

た大きなメッシュ（例：2km×2km）での図面では，あ

る指標が増加しているか，それとも減少しているかとい

った大まかな傾向は変化しないものと考えられる．  
その仮説の確認として，メッシュスケールの異なるス

トック効果図面の変化について 1986，1991 年事業所・

企業統計調査（総務省統計局）のメッシュ統計データ，

盛岡市付近の事業所数の変化率での計算結果を図-1 に

示す． 
 特に黒枠内の変化率について，3 次メッシュ及び集約

メッシュ①では，黒枠内は減少傾向に見えるが，集約メ

ッシュ②で集計すると増加傾向を示している．このよう

にメッシュの集約化に伴う変化率の表示については，3
次メッシュデータの空白及び秘匿メッシュの影響により，

メッシュスケールを大きくしていくと，増減の表現が図

面上で比較しただけでは一見不整合に見える傾向が見ら

れる．その数値根拠を表-6 に示す．メッシュ A から D
の順番で左上，右上，左下，右下のメッシュの数値を示

している．メッシュ A でデータなしから数値が出てい

る状況は，変化率で示せないことから非表示としている． 
b) メッシュスケールでの比較 

2001，2012 年事業所・企業統計調査（総務省統計

局）のメッシュ統計データをもとに，盛岡市付近の事業

所数の増加率を示した結果を図-2(a)から(c)に示す． 
メッシュを大きくしていくほど，大域的な特徴が把握

しやすくなる一方で，大きく（正あるいは負の）効果が

出ているスポットとそうでないスポットとで変化量が相

殺されてしまう傾向があることから，対象とする社会資

本整備や効果の種類などに応じて，指標の変化を確認で

きるように段階的にメッシュスケールを変更していき，

適切な大きさのメッシュを利用する必要があるといえる． 
また，図-1 中の白枠は，2001 年時点で事業所数が 0

であったが，その後事業所が生じたメッシュである．そ

の分布をみると，郊外にも広がりをもつことが確認でき

る． 

図-2 盛岡市での事業所数変化率（2001-2012） 

左から順に、（a）3次メッシュ（1km四方）（b）集約メッシュ②（2km×2km）（c）集約メッシュ③（5km四方） 

 

表-7 メッシュスケールの異なるストック効果図面の

比較事例 データ状況  

 

メッシュ 

     集約① 集約② 

Before After (A/B) Before After (A/B) Before After (A/B) 

A  4    
5 

  
 

2 

 
 

6 

 
 

3 
B  1  

C 2 1 0.5  
2 

 
1 

 
0.5 

D    

 

3次メッシュ 

図-1 メッシュスケールの異なるストック効果 
図面の比較事例 
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(4) まとめ 
社会資本整備のストック効果を示す指標として，総務

省及び経済産業省で公表している人口・事業所数・製造

品出荷額等の指標は統計年次は 5 年以内の間隔で実施

されており，社会資本整備前後の指標変化を追いやすい

指標であることといえる．一方で統計毎で調査年度や測

地系が異なることには注意する必要がある． 
また，地域統計メッシュでは，個人情報が特定される

ことを防ぐためにデータの秘匿が行われていることから，

指標毎の秘匿状況について全国値と行政界のオープンデ

ータの全国値を計算した結果，特定の大規模事業者の影

響を受けやすい，工業統計及び商業統計の工場生産額等

の金額に関する指標は全体に対する秘匿データの割合が

高いことが判明し，地域統計メッシュでの表現において

特に留意する必要があることを確認した． 
更に，メッシュスケールを大きくしたストック効果図

面を作成すると，大局的な特徴把握が行える反面で変化

量が相殺される傾向があること，また，前年度がゼロ値

のメッシュ分布から，指標の増加が郊外部に広がりを持

つことを確認した． 
 

3.  社会資本整備によるストック効果の発現過程

の整理 

 

(1) 背景及び分析手法 

第 2 章では社会資本整備の効果としてのストック効

果表現手法について整理した． 
事業所数に関する図面では，例えばそれまで事業所が

存在していなかった郊外エリアにも事業所が生じてきた

という変化が観測された（図-2，黒枠メッシュ）ものの，

その変化が社会資本整備に起因するのか，それ以外の事

象に起因するのかは必ずしも明瞭ではない． 
また，根津ら（2016）9）で社会資本整備とストック効

果に関する都道府県・市町村単位での相関性を確認した

ところ，一部の指標について相関性を確認できていた．

その要因として，地域特性や効果を引き出す工夫の有無

などによって，その社会資本整備の効果が異なる可能性

が考えられる． 
そこで本章では，社会資本整備からストック効果が発

現するまでの過程について，対象とする社会資本整備以

外の様々な計画について収集整理を行うことで，社会資

本整備からストック効果への発現過程について整理を行

うこととした． 
対象事業及び地域の選定方針としては，公表されてい

る事業評価監視委員会資料から，社会資本整備の完了年

度及び社会資本整備以外の事業影響を受けにくい地域性，

ストック効果の事例として計画の確認が行いやすい事業

所数の増加を扱っている事例として，青森県 弘前市及

び国道 7号弘前・石川バイパスとした． 
対象とするストック効果としては，事後評価時点の事

業評価監視委員会資料での「弘前市への企業の進出要因

は，弘前・石川バイパスも含めた充実した交通基盤も１

つの要因となっていると考えます．」との記載を踏まえ，

弘前・石川バイパス沿線に位置する北和徳工業団地及び

藤代工業団地，オフィス・アルカディアの３工業団地等

での事業所数の増加とした． 
調査方法としては，弘前・石川バイパス整備と企業進

出において，指標の増加及びヒアリングの補足となる関

係性の把握の観点から，事業評価監視委員会資料並びに

関係する資料についてインターネット及び弘前市へのヒ

アリングを実施して収集整理を行った． 
 

(2) 結果及び考察 
1986，2012 年で弘前バイパス・石川バイパス周辺 4

車線化による事業所数の変動について図-3で示す． 
社会資本整備の経緯及び関連する社会資本整備や都市

計画，工業団地の計画・整備経緯について整理及び分析

した結果を表－7に示す． 
この表により，1969 年の弘前バイパスの工事着手から，

暫定 2車線供用，4車線化事業開始等段階を経て，2011
年に弘前バイパス・石川バイパスの事業完了の経緯が行

われていることが確認できる．また、今回着目した 3
工業団地の計画及び整備，分譲について，1974 年の北

和徳工業団地の整備から，藤代工業団地，オフィス･ア

ルカディアについて連続的に実施されていたことがわか

る。また，工業団地の整備について，工事の実施のみな

らず都市計画としての市街化区域見直しや，弘前市工場

等立地奨励条例の制定などの誘致関係法令の取り組み，

工業団地整備でも地区計画変更などソフト的な取り組み

が行われていることを確認できる． 
以上から，社会資本整備である東北自動車道や弘前バ

イパス・石川バイパスの整備進展と同時期に３つの工業 

弘前オフィスアルカディア

北和徳工業団地

藤代工業団地

一般国道7号
弘前・石川バイパス

図-3  弘前市周辺での事業所変化率（1986- 2012） 
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表-7  弘前市における社会資本整備等の整備経緯 
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団地の整備が順次，都市計画，工業団地の構想，設計及

び事業が進展していたことを確認した．また，工業団地

の整備計画の中に，建設可能な事業所の種類変更を含む

地区計画の変更があり，団地の整備という施設面だけで

なく，計画変更のような運用面の取り組みもストック効

果である事業所数増加の一因と考えられる． 
今回の調査を通じて，特に企業進出などを整理する際

には，社会資本整備以外にも，土地の取得要件や工業団

地の特性，対象とする地域の産業特性など，様々な要因

が関係することから，地域の実情に詳しい地域住民や進

出企業も含めて調査を行うことが重要であると考えられ

る． 
 

4. まとめ 

 本研究では，地域メッシュ統計を活用したストック効

果の表現手法やストック効果の発現過程に関して検討し

た． 
 主要な結果として以下の 2点を得た． 
一点目として，地域メッシュ統計を用いた社会資本整

備のストック効果の表現手法について，メッシュ集約を

行う場合も含めた留意点を整理した． 
二点目として，社会資本整備からストック効果が発現

するまでの過程について，事例分析を実施したことで，

社会資本整備とストック効果に関係する工業団地整備な

どの計画が同調して進展している状況が確認された． 
 今後，社会資本整備のストック効果の発現を更に高め

るための事例の整理に際しては，今回のストック効果図

面での表現手法を基に，社会資本整備による影響範囲の

考察や，また，発現過程の整理については，進出企業の

事業経緯や社会資本整備の利用者等の意見等も含めた資

料収集及び分析による社会資本整備によるストック効果

の発現過程の整理などにより，ストック効果を発現させ

る及び更に高める具体的工夫が抽出され，各事業者に共

有されるよう研究を進めて参りたい． 
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